
国

家

公

務

員

の

総

定

員

は

、

行

政

機

関

の

職

員

の

定

員

に

関

す

る

法

律

（

総

定

員

法

）

の

第

１

条

に

各

府

省

の

定

員

の

総

数

の

最

高

限

度

数

は

、

２

０

１

４

年

度

は

３

３

１

，

９

８

４

名

と

定

め

ら

れ

て

い

ま

す

。

(

総

定

員

の

変

化

は

表

ｰ

１

）

さ

ら

に

、

そ

の

法

律

の

第

２

条

及

び

第

３

条

に

基

づ

き

「

行

政

機

関

職

員

定

員

令

｣

が

定

め

ら

れ

そ

の

第

一

条

で

各

府

省

の

法

令

定

員

が

定

め

ら

れ

て

い

ま

す

。

２

０

１

４

年

度

の

各

府

省

の

「

定

員

令

」

で

定

め

ら

れ

た

定

員

は

表

ー

２

の

通

り

で

す

。

こ

の

「

定

員

令

」

で

国

土

交

通

省

の

定

員

は

５

９

，

０

５

４

名

と

定

め

ら

れ

て

い

ま

す

。

こ

こ

で

問

題

な

の

は

、

「

総

定

員

法

」

で

定

め

ら

れ

た

定

員

数

を

各

府

省

の

定

員

数

の

合

計

が

３

５

，

４

７

４

人

も

下

回

っ

て

い

る

こ

と

で

す

。

政

府

は

、

２

０

１

０

年

度

か

ら

２

０

１

４

年

度

の

５

年

間

の

定

員

削

減

計

画

の

実

行

で

、

目

標

数

を

大

幅

に

上

回

る

３

２

，

２

０

６

人

の

合

理

化

を

達

成

し

た

と

し

て

い

ま

す

。

ＮＯ．２３４
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k-union@alpha.ocn.
ne.jp
ホームページホームページホームページホームページ

http://www7.ocn.
ne.jp/~k-union

国土交通省定員

予算定員より１，３４３人少ない実定員
職場では職員不足で悲鳴が上がっているのに

私

た

ち

の

職

場

の

職

員

数

は

、

法

律

で

定

め

ら

れ

て

い

ま

す

が

、

そ

の

法

律

で

定

め

ら

れ

た

定

員

よ

り

実

定

員

が

１

，

３

４

３

人

も

大

幅

に

少

な

い

こ

と

が

、

今

回

の

国

土

交

通

省

管

理

職

ユ

ニ

オ

ン

の

調

査

で

判

明

し

ま

し

た

。

表－１

総定員法で定め

られた総定員

備　　　考

昭和４２年度 ８９９，３３３人

平成１４年度 ８０７，０１９人

平成１５年度 郵政公社化２８．６万人減

国大法人化１３．３万人減

独法化　　　　８．６万人減

平成２１年度 ３０９，７８０人 昭和４２年から８．５万人減

平成２４年度 ３３１，９８４人

平成２５年度 ３３１，９８４人

平成２６年度 ３３１，９８４人

平成１６年度 ３３１，９８４人

国家公務員の総定員の変化

区分 定員（特込） 特別職 備考

内閣の機関 1,083 15

内閣府 13,692 47

復興庁 183

総務省 5,036 1

1

11,796 検察庁職員

外務省 5,780 153

財務省 71,035 1

文部科学省 2,093 1

厚生労働省 31,660 1

農林水産省 22,379 1

経済産業省 8,049 1

国土交通省 59,054 1

環境省 2,788 1

防衛省 21,278 21,249

合計 296,510

法務省 52,400

表－２

｢定員令｣第一条 　行政機関の職員の定

員に関する法律 （以下「法」という。）第一

条第一項 の定員は、次の表のとおりとす

る。

総定員法の331984人より３５，４７４人少ない

第2１回全国建設研究・交流集会に参加しよう
と き：２０１４年１１月１６日（日）～１７日（月）

ところ：福島県いわき市：常磐市民会館１６日（日）・スパリゾートハワイアンズ１７日（月）

常磐市民会館 湯本駅より、徒歩１５分

スパリゾートハワイアンズ 湯本駅からバス１５分 ホームページ参照

<テーマ>

地域住民の命と安全のための国土のあり方、それを支える建設産業、建設従事者の役

割などについて、理解と交流を深める。

＜日程＞

１６日 記念講演 安倍政権「戦争の出来る国」の正体 ｰ未来を奪え返すためにはー

斉藤 貴男（ジャーナリスト）

現地報告 原発事故から３年８ヶ月、福島は 等

１７日 分科会や講座 又は 平行して現地視察

分科会 １，被災地での住宅再建 ２，賃金引き上げの運動と展望

３，工事価格を考える ４．地域振興と建設業

４，公契約法・条例

講座 Ａ 安倍解釈改憲との闘い

現地視察 富岡町・宝鏡寺・いわき市沿岸部

＜主催＞ 生活関連公共事業推進連絡会議（生公連）ＮＰＯ法人建設政策研究所（建政連）など

参加希望者は、希望する分科会などを決めて、１０月２４日までに、本部に「交流集会参加」

と表記して、メールください。



表

ー

３

は

「

定

員

令

」

で

定

め

ら

れ

た

国

土

交

通

省

の

定

員

の

内

訳

で

す

。

こ

の

数

と

予

算

書

上

の

定

員

数

を

比

較

し

た

の

が

表

ー

４

で

す

。

ほ

ぼ

「

定

員

令

」

で

定

め

ら

れ

た

定

員

分

の

定

員

を

財

政

的

に

は

確

保

し

て

い

る

こ

と

が

解

り

ま

す

が

、

こ

れ

ら

の

定

員

数

か

ら

外

局

の

定

員

数

を

除

い

た

行

政

職

(

一

)

職

員

の

予

算

定

員

数

と

実

際

７

月

１

日

現

在

に

在

職

し

て

い

る

職

員

数

と

を

比

較

し

た

の

が

表

ー

５

で

す

。

こ

の

表

か

ら

も

解

り

ま

す

が

、

私

た

ち

の

職

場

に

は

予

算

上

認

め

ら

れ

た

定

員

よ

り

１

，

３

４

３

名

も

少

な

い

職

員

し

か

い

ま

せ

ん

。

こ

れ

ま

で

の

折

衝

で

当

局

は

、
「

各

地

整

で

の

差

は

、

長

期

病

休

者

な

ど

の

休

職

者

や

育

休

者

用

の

た

め

の

空

き

枠

」

と

説

明

し

て

い

ま

す

が

、

国

交

省

全

体

で

１

，

３

４

３

名

も

の

休

職

者

や

育

休

者

が

い

る

わ

け

は

な

く

、

私

た

ち

に

納

得

出

来

る

説

明

を

す

る

べ

き

で

す

。

職

場

の

定

員

削

減

は

限

界

に

達

し

て

お

り

、

「

職

員

を

増

や

し

て

ほ

し

い

」

と

悲

鳴

に

も

似

た

声

が

上

が

っ

て

い

ま

す

。

ま

た

、

全

府

省

で

国

土

交

通

省

の

地

整

と

地

理

だ

け

が

「

常

時

勤

務

に

よ

る

義

務

的

再

任

用

」

を

し

な

か

っ

た

の

は

、

定

員

事

情

が

厳

し

い

と

の

理

由

か

ら

で

し

た

。

も

し

実

態

と

し

て

、

国

土

交

通

省

に

１

，

３

４

３

名

も

の

空

き

枠

が

あ

っ

た

の

な

ら

、

国

土

交

通

省

は

職

員

に

嘘

を

つ

い

た

こ

と

に

な

り

ま

す

。

こ

の

枠

を

使

っ

て

、

職

場

の

増

員

と

「

常

時

勤

務

に

よ

る

義

務

的

再

任

用

」

を

実

施

す

べ

き

で

す

。

国

公

労

連

が

９

月

１

９

日

行

っ

た

内

閣

人

事

局

交

渉

で

、

内

閣

人

事

局

は

２

０

１

４

年

人

事

院

勧

告

の

取

扱

い

と

、

関

連

す

る

退

職

手

当

へ

の

対

応

に

つ

い

て

、

以

下

の

よ

う

に

回

答

し

ま

し

た

。

１１１１

．．．．

勧

告

等

勧

告

等

勧

告

等

勧

告

等

に

つ

い

て

に

つ

い

て

に

つ

い

て

に

つ

い

て

８

月

１

５

日

の

第

一

回

の

給

与

関

係

閣

僚

会

議

に

お

い

て

、

稲

田

国

家

公

務

員

制

度

担

当

大

臣

か

ら

「

人

事

院

勧

告

制

度

を

尊

重

す

る

と

の

基

本

姿

勢

に

立

っ

て

、

国

政

全

般

の

観

点

か

ら

誠

意

を

も

っ

て

検

討

を

進

め

、

早

急

に

結

論

を

出

す

必

要

が

あ

る

」

旨

の

発

言

が

あ

っ

た

。

２２２２

．．．．

退

職

手

当

退

職

手

当

退

職

手

当

退

職

手

当

に

つ

い

て

に

つ

い

て

に

つ

い

て

に

つ

い

て

人

事

院

勧

告

ど

お

り

給

与

制

度

の

総

合

的

見

直

し

を

実

施

す

る

場

合

に

は

、

退

職

手

当

に

つ

い

て

は

、

平

成

１

７

年

以

降

の

改

正

経

緯

を

踏

ま

え

、

職

員

の

公

務

へ

の

貢

献

度

を

よ

り

的

確

に

反

映

す

る

よ

う

、

現

行

支

給

水

準

の

範

囲

内

で

「

調

整

額

」

を

拡

大

す

る

方

向

で

検

討

し

て

い

る

と

こ

ろ

。

３３３３

．．．．

雇

用

雇

用

雇

用

雇

用

とととと

年

金

年

金

年

金

年

金

のののの

接

続

接

続

接

続

接

続

に

つ

い

て

に

つ

い

て

に

つ

い

て

に

つ

い

て

平

成

２

８

年

度

ま

で

に

定

年

の

段

階

的

引

上

げ

を

検

討

す

る

規

定

や

再

任

用

制

度

の

活

用

状

況

や

民

間

の

高

年

齢

者

雇

用

確

保

措

置

の

実

施

状

況

等

を

勘

案

し

、

雇

用

と

年

金

の

接

続

の

在

り

方

に

つ

い

て

改

め

て

検

討

し

て

い

る

。

ユ

ニ

オ

ン

は

、

１

０

月

に

予

定

し

て

い

る

内

閣

人

事

局

と

の

団

体

交

渉

の

場

で

、

今

回

の

人

事

院

勧

告

に

つ

い

て

の

問

題

点

を

追

及

し

て

い

く

予

定

で

す

。

各

職

場

か

ら

本

省

・

人

事

院

・

政

府

に

対

し

て

｢

給

与

制

度

の

総

合

的

見

直

し

反

対

｣

「

退

職

金

削

減

反

対

」

「

寒

冷

地

手

当

削

減

反

対

」

な

ど

の

職

場

の

声

を

上

げ

ま

し

ょ

う

。

定員に空きがあるのなら

今すぐにでも職場の増員を

表－4

差

９６人

定員令の定員数と予算の定員数比較

２０１４年度国土交通省の

定員令での定員数 予算書の定員数

５９，０５４人 ５８，９５８人

区　　　分 定員　(人) 備　　　考

本　　　　　省 40,339

観　　光　　庁 104

気　　象　　庁 5,225

運輸安全委員会 178

事務局職

員の定員

海 上 保 安 庁 13,208

合　　　　　計 59,054

表ー３　　本省及び各外局別の定員

表－5

差

１，３４３人

国土交通省の外局を除く

平成２６年度行政職(一)職員の予算定員と実定員比較

予算定員数 ７月１日現在の職員数

３５，６２８人 ３４，２８５人

２
０
１
４
人
勧
第

一
回
給
与
関
係
閣
僚
会
議

人
勧
完
全
実
施
、
退
職
金
手
当
現
行
支
給
水
準
の
範
囲
内
で
調
整
額
拡
大
を
検
討

職
場
か
ら
の
声
を
本
省
や
国
会
へ

荒川昌男氏１３回忌の
お知らせ

国土交通省管理職ユニオン顧問（１９

９８，２～２００１，５）であった荒川

昌男氏の１３回忌を以下の日程で執り行

います。

日時 ２０１４年１１月２７日(木)

１４：００～

場所 喜山倶楽部（キザンクラブ）

住所 〒 101-0003
東京都千代田区一ツ橋 2-6-2
日本教育会館内 （神保町）

TEL ０３－３２６２－７６６１

アクセス 東京メトロ半蔵門線神保町

駅Ａ１口 徒歩３分


